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さ情審査答申第３２２号 
令 和 ８ 年 ５ 月 ２ １ 日 

 

さいたま市教育委員会教育長 

 竹 居 秀 子 様 

 

さいたま市情報公開・個人情報保護審査会 

会 長  内 木 哲 也   

 

答 申 書 

 

令和７年９月２９日付けで貴職から受けた、「本情報開示に当たっては、次の

情報開示の項目ごとに、その文書の有無、項目に該当する文書を整理して開示し

てください。１ 沼影公園の廃止に関する文書 （１）２０２０年に１億円以上

支出して沼影市民プールの施設改修工事を実施した際、さいたま市では、施設改

修工事後の沼影市民プールの使用期間を何年と考えていたのか （２）上記（１）

につき、いつ、さいたま市のどの機関・部署で沼影市民プールの施設改修工事を

発案したのか、発案の際、どのような議論をしたのか （３）上記案は、いつか

ら、いつまでの間、さいたま市のどの機関・部署で、どの程度時間をかけて検討・

審議されたのか （４）沼影市民プールの施設改修工事の予算案（予算額）の推

移 （５）上記（１）の２０２０年に沼影市民プールの施設改修工事を実施した

前後で、沼影プールの廃止を発案したのは、いつ、さいたま市のどの機関・部署

によるのか （６）上記（５）の発案にあたり、沼影市民プール廃止に伴って生

じる利用者の不利益について、どのような検討がされたのか。 （７）上記（５）

の発案にあたり、沼影市民プール廃止に伴って生じる利用者の不利益について、

どのような対策をとることにしたのか （８）上記（５）の発案後、いつ、さい

たま市の、どの機関・部署で、どの程度時間をかけて、利用者に生じる不利益の

代替措置として、どのような検討・議論がなされたのか （９）２０２４年４月

２１日に至るまでに、上記（８）記載の対策はどこまで実現しているのか。具体

的な検証が可能な程度のものか。 ２ 武蔵浦和学園（義務教育一貫校）開設に

ついて （１）武蔵浦和学園（義務教育一貫校）開設計画は、どうような経過で

構想されてきたのか （２）武蔵浦和学園（義務教育一貫校）と沼影公園の廃止

が結びついたのは、いつ、さいたま市の、どの機関・部署で、どのような理由・

経緯で結びついたのか （３）令和２年１２月９日の都市経営戦略会議において

副教育長が行った「武蔵浦和駅周辺地区小・中学校大規模校の解消について」の

提案内容を決めた教育局内の会議の時期と会議内容、同会議の議事録など協議
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記録及び同会議に提出された資料一式 （４）上記（３）の同会議に至るまでの

協議記録（時系列的に）と資料の一切、例えば、２０１９（平成３１）年３月、

さいたま市教育振興基本計画策定経過（義務教育学校に触れていること）、２０

２０年（令和２）１月、未来をひらくさいたま教育推進プロジェクト（義務教育

学校に触れている）等を含めた一切の経緯 （５）武蔵浦和駅周辺地区６校の管

理職と教育委員会幹部職員で構成される「開校準備委員会設置検討会」の構成メ

ンバー、左記検討会での検討内容が記載された議事録、左記検討委員会で配布さ

れた資料類一切 （６）令和６年９月をめどに設置予定の「武蔵浦和駅周辺地区

義務教育学校開校準備委員会」の設置を決めた経緯が確認できる資料一切 （７）

武蔵浦和学園（義務教育一貫校）開設は、こども基本法２条の「こども施策」に

該当するため、同法３条３号に「すべてのこどもについて、その年齢及び発達の

程度に応じて、自己に直接関係する全ての事項に関して意見を表明する機会・・・

が確保されること」、同条４号に「全てのこどもについて・・・その意見が尊重

され」る、同法１１条に「国及び地方公共団体は、こども施策を策定し、実施し、

及び評価するに当たっては、当該こども施策の対象となるこども・・・の意見を

反映させるために必要な措置を講ずるものとする。」と定められていることを踏

まえ、「開校準備委員会設置検討会」を含めたさいたま市の部署において上記（６）

「武蔵浦和駅周辺地区義務教育学校開校準備委員会」の構成メンバーにこども

を入れることや、こどもの意見を反映させるための措置につき検討している議

事録、資料一切 （８）武蔵浦和駅周辺地区義務教育学校開校につき、「対象区

域の児童生徒数の将来予測」についての資料、校区を統合した場合の通学路の安

全性を検証していることが分かる資料、検証している場合、検証結果がわかる資

料一切 （９）武蔵浦和学園（義務教育一貫校）開校以外の選択肢を比較・検討

した際の資料、なかでも小・中校を単純に新設することにした場合との整備費用

の比較・検討資料一切 （１０）沼影公園跡地の地盤・土壌調査の実施の有無、

地盤・土壌調査を実施していれば、その調査結果・調査資料一切 （１１）上記

（１０）以外に、沼影公園跡地が、義務教育一貫校建築に適した土地であるか、

調査していれば、その調査結果・調査資料一切 （１２）武蔵浦和学園（義務教

育一貫校）につき、統廃合ではなく学校の「新設」に当たると判断した、さいた

ま市の機関・部署、判断した経過が分かる会議の特定、同会議で議事録、資料等

一切 （１３）上記（６）に関し、さいたま市が文部科学省と協議した内容一切

（以下「本件対象行政情報」という。）」の一部開示決定（以下「本件処分」とい

う。）に対する審査請求に係る諮問について、次のとおり答申します。 
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第１ 審査会の結論 

本件審査請求に係る、令和６年６月７日付け教管教政第１９８号により、

さいたま市教育委員会教育長（以下「実施機関」という。）が行った本件処分

は妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、さいたま市情報公開条例（平成１３年さいたま市

条例第１７号。以下「条例」という。）第６条第１項に基づく本件対象行政情

報の開示請求に対し、実施機関が行った本件処分の取り消し、本件決定の「２ 

 武蔵浦和学園（義務教育一貫校）開設について」の内容のうち、ア 「（３） 

 令和２年１２月９日に至るまでの協議記録（時系列的に）と資料の一切（そ

の余例えば書き省略）」との請求に対する『文書不存在』との決定を取り消し、

対象文書の全部を開示すること、イ 「（４） 上記（３）の同会議に至るま

での協議記録（時系列的に）と資料の一切（その余例えば書き省略）」」との

請求に対し、①第２期さいたま市教育振興基本計画（平成３１年３月策定）、

②教育長定例記者会見に関する資料、③「『未来を拓くさいたま教育』推進プ

ロジェクト」に関する資料（令和２年３月策定）、④「『未来を拓くさいたま

教育』推進プロジェクト」ブックレット、⑤「『未来を拓くさいたま教育』推

進プロジェクト」（資料編）の開示決定の外、さいたま市の関連 HP の教示が

あったが、同決定を取り消し、対象文書の全てを開示することを求めるもの

である。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が主張する審査請求の理由は、審査請求書、反論書及び口頭意

見陳述によるとおおむね以下のとおりである。 

⑴ 令和２年１２月９日のさいたま市の都市経営戦略会議に提出された原

案は、さいたま市の教育政策、都市計画政策の重要な政策であり、従来の

政策の変更あるいは転換となるものです。同政策原案作成のための協議・

会議が設定されたはずであり、同協議・会議の記録は存在するはずであり、

同協議・会議には審議のための資料も提出されているはずです。 

 同協議・会議を記録する文書は『不存在』であるとするさいたま市の決

定は事実に反し到底了解できません。また、同協議・会議の記録が、開示

された①乃至⑤に尽きるとする決定も事実に反し、到底了解できません。 

 いずれも文書開示決定としては不適当であり取り消したうえ、再度相当

する文書が開示されるべきです。 

⑵ 本件原案は、さいたま市の重要な政策を変更し、かつ転換するものです。

請求人は本件原案の作成過程を開示請求しました。請求人は、そもそも本
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件原案が作成されるまでの過程に着目し、その作成の過程で作成された

公文書と審議の対象とされた各種情報・資料の開示を求めたものであり、

原案が複数機関の調整・審議を伴って、一定期間をかけて作成されたもの

である以上、その文書が不存在であることはありえませんし、また、開示

された文書はそれに該当する文書とは言えません。 

なぜなら、本件原案で廃止されることになった沼影公園は、多数の市民

が長期間利用してきた沼影公園プールが存在し、かつ前年にはさらに長

期間の使用を想定して大規模改修工事が行われていますから、同公園を

廃止しその跡地に学校を新設することは、それまでの同公園プールに対

するさいたま市の方針を全面的に転換することになり、その結果プール

利用者のこうむる不利益は極めて大きいことが想定されます。また、都市

公園の機能にも重大な影響が出ます。その点にかかわる慎重・真剣な審議

が求められます。さらに、武蔵浦和駅周辺地区小・中学校の過大規模校・

大規模校解消に向けての政策議論も、それぞれの校舎の増改築、統廃合な

どの案を含めて、メリット・デメリットの検討過程にあり、それを一挙に

「敷地を決定しての新設校新設」の方針は、重要な政策的転換となります

から、その討議・検討・審議が所管する部署において、関連部署との調整

を含めて、行われるべきであり現に行われていたことが想定されます。 

その討議・検討・審議の是非は将来にわたって当然に検討の対象となり

ますから記録が残されることが求められます。 

⑶ さいたま市の文書管理規則は、『文書の取り扱いは、正確かつ迅速に行

い、事案の処理経過を明らか』（第３条）にするために作成されます。『職

員は、事案の処理を行う場合は、審議、検討の経緯その他の意思決定に至

る過程並びに事務及び事業の実績について、合理的に跡付け、または検証

することができるよう、文書を作成しなければならない。』（第４条）とさ

れています。職員が恣意的にその作成をするかしないかを決められるも

のではありません。 

本件原案で提起された事項が、さいたま市の事務処理について「定例的

かつ経緯なものである」（第４条３項）と言えないことは明らかです。 

上記文書作成の目的は、『公文書等の管理に関する法律』（平成２１年法

律第６６号でも明記されています（同法第４条）。 

仮に請求に対応する文書が存在しない場合は、担当職員はさいたま市の

文書管理規則に違反したものと言わざるを得ず、処分の対象となります。 

また、行政文書の管理に関するガイドラインでも、意思決定文書と意思

決定過程文書とを分けた上で、いずれも作成が求められていることが明記

されています。 
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『行政機関の意思決定は文書を作成して行うことが原則であり』、直接

意思決定に係る文書ではなくても『意思決定に至る経緯・過程に関する文

書は当該意思決定に関する文書と同一の保存期間が設定され、同一の行政

文書ファイルにまとめられることが望ましい。』 

さらに複数機関の間で調整する必要がある意思決定及び決定過程につ

いても、『また、法第４条第３号で『複数の行政機関による申合わせ・・

及びその経緯』の作成義務が定められているが、各行政機関に事務を分担

管理させている我が国の行政システムにおいて、行政機関間でなされた協

議を外部から事後的に検証できるようにすることが必要であることから、

当該申し合わせに関し、実際に協議を行った職員の役職にかかわらず、文

書の作成が必要である。』（同８頁）と明記されています。 

⑷ 本件原案には、「学校設置に向けた委託調査の結果」が掲載されていま

す。同資料は「教育環境整備調査業務」と題されています。学校用地の選

定にあたって各候補地を比較検討したもので、その目的としては唯一の

資料ですが（その点でも開示請求していますが唯一開示されたものです。

その反対解釈として唯一の資料であることが推定されます）、その作成時

期は令和２年１０月とあります。 

 とすると、同資料はそのころ教育委員会事務局に提出されたことが推

定されます。他方「武蔵浦和駅周辺地区小・中学校課大規模校・大規模校

の解消について」は、令和２年１２月９日の都市経営戦略会議に提出され

ていますが、１２月３日付けの会議発議書が存在するので、本件原案は１

１月末日には作成されていたことも併せて推定されます。 

・１０月のある時点で教育委員会に提出された「教育環境整備調査業務」

と題された民間会社の報告書を前提としてその選択の適否が、教育委員会

で検討され、その後のある時点で都市局・スポーツ文化局間で調整された

ことになります。 

・都市局・スポーツ文化局では、それまでの方針とまったく異なる方針へ

の転換ですが、その方針転換を受け入れるために、その過程でどのような

審議がなされたのか検証される必要があります。 

 しかも本件原案に集約されるまでの期間は、最長で２か月、場合によっ

ては１か月を切ると言う可能性もあります。その間にどの程度の協議が、

どの程度の資料を基にして行われたのか、重要政策の政策形成過程、担当

部署間の調整過程がどのようなものであったのかは、上記ガイドラインの

照らし検証されなければなりません。 

 また、本件原案には直接現れませんが、新設校新設案が義務教育一貫校

に集約されていく過程についても、そもそも「武蔵浦和駅周辺地区小・中
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学校過大規模校・大規模校解消について」の方針が、どのような議論を踏

まえて集約されていったのかについて検証が求められます。そこには過大

規模校、大規模校対策の先例の集約、増改築による対応、統廃合による対

応などの検討が行われたうえでの政策化がなされたことが想定されます。 

 ところが開示資料には HP資料を含めてその討議の痕跡は認められませ

ん。何故統廃合ではなく、なぜ増改築ではなくて学校新築なのか全く分か

りません。また学校申請が何故義務教育一貫校構想に「発展」していくの

か全く分かりません。 

 上記審議の資料が、開示資料のみであるとすれば、上記の意味で極めて

不十分であり、そこで開示資料以外の非開示資料の存在が想定されます。 

⑸ 審査請求人の令和６年９月２日付けの審査請求に対する令和６年１２

月２日付け弁明書に対して次の通り反論します。 

ア 弁明書の弁明理由については、すべて否認乃至争う。 

イ 弁明書の理由は多義的で極めて曖昧です。文書の存在が十分に予想 

されます。 

ウ 「不存在文書」は存在する、存在しなければならない 

エ 弁明１について、文書不存在の決定は、事実では無く明らかに虚偽で 

すから違法です。 

オ 弁明２について、その文書がある以上、情報公開の対象となり非開示 

が許される事項を除き開示の義務があります。 

カ 本件は請求人の知る権利に対する侵害であり、かつさいたま市政の 

公正さに対する著しい侵害行為です。 

 

第３ 実施機関の説明の要旨 

実施機関は、弁明書及び口頭意見陳述において、おおむね以下のように説

明している。 

１ 本件処分の内容及び理由 

⑴ 令和６年４月２５日付けで、審査請求人より、「沼影公園の廃止に関す

る文書、武蔵浦和学園（義務教育一貫校）開設について」について、行政

情報開示請求書が提出された。 

⑵ 処分庁は、開示請求に係る行政情報の名称又は内容に記載されている

とおり、文書を特定した。また、特定した文書の一部に記載されていた内

容については、市の内部における検討又は協議に関する情報であり、公に

することにより、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれがあると判

断し、条例第７条第４号に該当することを理由として、さらに、請求のあ
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った文書の一部は文書が不存在であることを理由として、一部開示決定

を行った。 

 ２ 審査請求人の主張について 

⑴ 審査請求人は、「『（３）令和２年１２月９日に至るまでの協議記録（時

系列的に）と資料の一切（その余例えば書き省略）』との請求に対する『文

書不存在』との決定を取り消し、対象文書の全部を開示することを求めま

す。」と主張している。 

⑵ 審査請求人は、「『（４）上記（３）の同会議に至るまでの協議記録（時

系列的に）と資料一切（その余例えば書き省略）』との請求に対し、①第

２期さいたま市教育振興基本計画（平成３１年３月策定）、②教育長定例

記者会見に関する資料、③「『未来を拓くさいたま教育』推進プロジェク

ト」に関する資料（令和２年３月策定）、④「『未来を拓くさいたま教育』

推進プロジェクト」ブックレット、⑤「『未来を拓くさいたま教育』推進

プロジェクト」（資料編）の開示決定の他、さいたま市の関連ＨＰの教示

がありましたが、同決定を取り消し、対象文書のすべてを開示することを

求めます。」と主張している。 

⑶ 審査請求人は、審査請求の理由として、「令和２年１２月９日のさいた

ま市の都市経営戦略会議に提出された原案は、さいたま市の教育政策、都

市計画政策の重要な政策であり、従来の政策の変更あるいは転換となる

ものです。同政策原案作成のための協議・会議が設定されたはずであり、

同協議・会議の記録は存在するはずであり、同協議・会議には審議のため

の資料も提出されているはずです。同協議・会議を記録する文書は『不存

在』であるとするさいたま市の決定は事実に反し到底了解できません。ま

た、同協議・会議の記録が、開示された①乃至⑤に尽きるとする決定も事

実に反し、到底了解できません。いずれも文書開示決定としては不適当で

あり取り消したうえ、再度相当する文書が開示されるべきです。」と主張

している。 

しかし、本件処分は、次のような認識と判断によるものであって、何ら

不当なものではない。 

ア 実施機関では、上記１で述べたとおり、開示請求に係る行政情報の名

称又は内容に記載されているとおり文書を特定したこと 

イ 請求者が指摘する「協議・会議を記録する文書」は、上記のフォルダ

内外問わず室内に保有していなかったため不存在としたこと 

ウ 「さいたま市文書管理規則」第４条には「職員は、事案の処理を行う

場合は、審議、検討の経緯その他の意思決定に至る過程並びに事務及び

事業の実績について、合理的に跡付け、又は検証することができるよう、
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文書を作成しなければならない。」とあるが、実施機関では、都市経営

戦略会議での審議及び議事概要をもって、意思決定に至る過程並びに事

務及び事業の実績について、合理的に跡付け、又は検証することができ

る文書にあたると判断していること 

エ 以上のとおり、本件審査請求に係る実施機関の処分は、不当な点はな

く、適正かつ妥当なものである。 

 

第４ 審査会の判断の理由 

１ 本件審査請求について 

本件対象行政情報は、審査請求人が令和６年４月２５日に開示請求を行

った「本情報開示に当たっては、次の情報開示の項目ごとに、その文書の有

無、項目に該当する文書を整理して開示してください。１ 沼影公園の廃止

に関する文書 （１）２０２０年に１億円以上支出して沼影市民プールの施

設改修工事を実施した際、さいたま市では、施設改修工事後の沼影市民プー

ルの使用期間を何年と考えていたのか （２）上記（１）につき、いつ、さ

いたま市のどの機関・部署で沼影市民プールの施設改修工事を発案したの

か、発案の際、どのような議論をしたのか （３）上記案は、いつから、い

つまでの間、さいたま市のどの機関・部署で、どの程度時間をかけて検討・

審議されたのか （４）沼影市民プールの施設改修工事の予算案（予算額）

の推移 （５）上記（１）の２０２０年に沼影市民プールの施設改修工事を

実施した前後で、沼影プールの廃止を発案したのは、いつ、さいたま市のど

の機関・部署によるのか （６）上記（５）の発案にあたり、沼影市民プー

ル廃止に伴って生じる利用者の不利益について、どのような検討がされた

のか。 （７）上記（５）の発案にあたり、沼影市民プール廃止に伴って生

じる利用者の不利益について、どのような対策をとることにしたのか （８）

上記（５）の発案後、いつ、さいたま市の、どの機関・部署で、どの程度時

間をかけて、利用者に生じる不利益の代替措置として、どのような検討・議

論がなされたのか （９）２０２４年４月２１日に至るまでに、上記（８）

記載の対策はどこまで実現しているのか。具体的な検証が可能な程度のも

のか。 ２ 武蔵浦和学園（義務教育一貫校）開設について （１）武蔵浦

和学園（義務教育一貫校）開設計画は、どうような経過で構想されてきたの

か （２）武蔵浦和学園（義務教育一貫校）と沼影公園の廃止が結びついた

のは、いつ、さいたま市の、どの機関・部署で、どのような理由・経緯で結

びついたのか （３）令和２年１２月９日の都市経営戦略会議において副教

育長が行った「武蔵浦和駅周辺地区小・中学校大規模校の解消について」の

提案内容を決めた教育局内の会議の時期と会議内容、同会議の議事録など
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協議記録及び同会議に提出された資料一式 （４）上記（３）の同会議に至

るまでの協議記録（時系列的に）と資料の一切、例えば、２０１９（平成３

１）年３月、さいたま市教育振興基本計画策定経過（義務教育学校に触れて

いること）、２０２０年（令和２）１月、未来をひらくさいたま教育推進プ

ロジェクト（義務教育学校に触れている）等を含めた一切の経緯 （５）武

蔵浦和駅周辺地区６校の管理職と教育委員会幹部職員で構成される「開校

準備委員会設置検討会」の構成メンバー、左記検討会での検討内容が記載さ

れた議事録、左記検討委員会で配布された資料類一切 （６）令和６年９月

をめどに設置予定の「武蔵浦和駅周辺地区義務教育学校開校準備委員会」の

設置を決めた経緯が確認できる資料一切 （７）武蔵浦和学園（義務教育一

貫校）開設は、こども基本法２条の「こども施策」に該当するため、同法３

条３号に「すべてのこどもについて、その年齢及び発達の程度に応じて、自

己に直接関係する全ての事項に関して意見を表明する機会・・・が確保され

ること」、同条４号に「全てのこどもについて・・・その意見が尊重され」

る、同法１１条に「国及び地方公共団体は、こども施策を策定し、実施し、

及び評価するに当たっては、当該こども施策の対象となるこども・・・の意

見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。」と定められている

ことを踏まえ、「開校準備委員会設置検討会」を含めたさいたま市の部署に

おいて上記（６）「武蔵浦和駅周辺地区義務教育学校開校準備委員会」の構

成メンバーにこどもを入れることや、こどもの意見を反映させるための措

置につき検討している議事録、資料一切 （８）武蔵浦和駅周辺地区義務教

育学校開校につき、「対象区域の児童生徒数の将来予測」についての資料、

校区を統合した場合の通学路の安全性を検証していることが分かる資料、

検証している場合、検証結果がわかる資料一切 （９）武蔵浦和学園（義務

教育一貫校）開校以外の選択肢を比較・検討した際の資料、なかでも小・中

校を単純に新設することにした場合との整備費用の比較・検討資料一切 

（１０）沼影公園跡地の地盤・土壌調査の実施の有無、地盤・土壌調査を実

施していれば、その調査結果・調査資料一切 （１１）上記（１０）以外に、

沼影公園跡地が、義務教育一貫校建築に適した土地であるか、調査していれ

ば、その調査結果・調査資料一切 （１２）武蔵浦和学園（義務教育一貫校）

につき、統廃合ではなく学校の「新設」に当たると判断した、さいたま市の

機関・部署、判断した経過が分かる会議の特定、同会議で議事録、資料等一

切 （１３）上記（６）に関し、さいたま市が文部科学省と協議した内容一

切」である。 

実施機関は、複数の行政文書を特定し、一部開示決定を行った。 

審査請求人は、本件処分を取り消し、本件決定の「２ 武蔵浦和学園（義
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務教育一貫校）開設について」の内容のうち、ア 「（３） 令和２年１２

月９日に至るまでの協議記録（時系列的に）と資料の一切（その余例えば書

き省略）」との請求に対する『文書不存在』との決定を取り消し、対象文書

の全部を開示すること、イ 「（４） 上記（３）の同会議に至るまでの協

議記録（時系列的に）と資料の一切（その余例えば書き省略）」」との請求に

対し、①第２期さいたま市教育振興基本計画（平成３１年３月策定）、②教

育長定例記者会見に関する資料、③「『未来を拓くさいたま教育』推進プロ

ジェクト」に関する資料（令和２年３月策定）、④「『未来を拓くさいたま教

育』推進プロジェクト」ブックレット、⑤「『未来を拓くさいたま教育』推

進プロジェクト」（資料編）の開示決定の外、さいたま市の関連HPの教示が

あったが、同決定を取り消し、対象文書の全てを開示することを求めるもの

である。 

２ 本件処分の当否について 
審査請求人は、さいたま市教育委員会文書管理規則（平成１３年さいたま

市教育委員会規則第８号）がその例によるとするさいたま市文書管理規則

（平成１３年さいたま市規則第１４号）に基づき、本件処分により開示され

た文書以外の文書について意思決定の過程等に関する文書として作成及び

保存すべきであるから、本件処分当時において存在するはずであると主張す

る。 

しかしながら、実施機関によると、本件対象行政情報のうち審査請求の対

象となる情報については、存在する文書すべてを特定して開示したとのこと

である。そして、請求人が存在するはずであると主張する文書は本件処分当

時において不存在であるところ、もともと作成していないのか、いったん作

成したものを後日廃棄したのか不明であるとのことである。 

また、実施機関内の意思決定の過程等に関する文書を作成及び保存すべ

きであるとする審査請求人の主張は首肯しうるところ、実施機関としても令

和６年度から、内部の重要な会議の議事の要約を文書として登録するよう、

文書管理に関する運用を改めたとのことである。 

以上のとおり、後日文書管理に関する運用を改めたという点をも併せて

考慮すると、審査請求の対象となる情報について、開示された文書以外の文

書は存在しないという実施機関の説明に不自然・不合理な点はなく、ほかに

その存在を伺わせる具体的な事情も存在しない。 

よって、実施機関が行った本件処分は妥当である。 

３ 以上の次第であるから、本件審査請求は理由がないので、当審査会は前記

第１のとおり答申するものである。 
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第５ 調査審議の経過 
  当審査会は、本件諮問事案について、次のとおり、調査審議を行った。 

①  令和 ７年 ９月２９日 諮問の受理（諮問第６４１号） 
②  令和 ７年１２月１８日 審議 
③  令和 ８年 ２月１９日 実施機関からの意見聴取及び審議 
④  令和 ８年 ３月１２日 審査請求人からの意見聴取及び審議 
⑤  令和 ８年 ５月１４日 審議 

 
さいたま市情報公開・個人情報保護審査会委員 

職   名 氏   名 備   考 
会  長 内 木 哲 也 大学名誉教授 
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委  員 中 澤 和 美 弁護士 
委  員 水 口 匠 弁護士 
委  員 龍 由 紀 子 弁護士 

（五十音順） 


